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市町村合併と地域課題の解決力
―平成の大合併下の日光市栗山―
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要旨：栗山村の新・日光市への合併は、少子高齢化の中での村の自主財源の乏しさと強力な政治的リーダーシッ
プの不在、住民の合併への意向の、三つの要因が大きく作用した。合併によって、新市全体の政策を担当する
部門は今市にある本庁となり、栗山の総合支所には地元の生活に密着した最小の部門が残るだけとなって、地
元地域の声を市政に反映させ難くなっている。
新しく合併した新・日光市の内部に、栗山のように旧来からの集落社会をコミュニティとしてきた周辺山村
部と、行政と市民のパートナーシップの協働でコミュニティ形成を謳う旧・今市市の中心部との二重構造があ
り、栗山婦人会の休会という出来事に象徴されるように、中心部の発想を周辺部に拡張する中心―周辺の問題
が潜在的に含まれていることが明らかになった。
こうした構造の下にある合併後の住民と行政の関係を見てみると、栗山住民の地域生活は、医療福祉サービ
ス、生活関連施設、近居他出子のサポート状況の面で、そのまま維持されてきているが、行政村の廃止と総合
支所への縮小によって、行政の人的資源の減少と意欲の減退、地元雇用機会の消滅、人材育成の場の消失とい
う大きな変化がもたらされた。住民レベルでの地域課題の市政への上がり方を見ると、直接支所ルート、市議
会議員ルート、地域審議会ルート、支所職員の地元担当制のいずれを見ても、十分に機能しているとは言い難
い。
他方、旧基礎自治体が持っていた、住民が自分たちの課題を自分たち地域で解決する地域自治力は、合併後
も過疎化・高齢化で縮小してゆく集落を維持しようとする住民たちの努力と知恵の中に見出すことができる。
問題は、市町村合併後の行政と住民の間の仕組みが、こうした集落レベルでの生き生きとした力をうまく吸い
上げているとは言えないところにある。地域のメゾレベルで、閉村した旧・栗山村に代わる中間集団の組織と
地域の人材育成の場をつくり出すことが課題になると思われる。
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1．はじめに
いわゆる平成の大合併は、地域自治区や地域協議会、
地域審議会を制度化していて、自治体内分権を史上初め
て認めたという点で画期的であったとされる。しかし、
広域の市町村合併をしたものの、合併によって周辺町村
はさらに過疎化が進み、地域間格差が拡大し、合併前の
役場が支所になったことで職員も激減し旧町村の発言力
は弱まり、議会の地元選出議員も極端に少なくなり、周
辺部の声は中心部に届かないといった批判も少なくな
い１）。大規模な広域合併を契機とした地域社会の再編や
合併への批判的検討は、社会学でも早くも平成１６年、１７
年頃から現れていた。例えば、早いものとして、静岡県
佐久町の合併を事例に住民の広域な生活圏の認識が合併
の背景にあることを明らかにした、町村敬志２００４の研
究がある。新藤慶２００５は、平成の大合併は現在進行中
なので地域社会がもたらした影響を総括する作業はもう
少し先の課題だとし、その予備作業として昭和の市町村
合併の諸研究の課題を整理し、そこから平成の課題の一
つに、合併を契機とした地域社会の再編などの「意図せ
ざる結果」の解明を挙げている。平成の市町村合併から
約１０年が経った今、やっと合併の地域社会への影響につ
いての本格的な研究が出るようになったと思う。地域経
済学（地域産業論）の岡田知弘２００６は、２００４年に法制
化された合併に伴う地域自治区と地域自治組織（地域協
議会）に注目し、これを「新自治体の周辺部に追いやら
れてしまう旧町村の不満や不安を解消し、市町村合併の
障害を取り除くことにねらいがあった」として、合併を
批判的に捉えながらも、この制度が「新自治体内におい
て住民の生活領域に対応した分権化と住民自治の実践を
図ろうとする有力な選択肢」（３頁）になりうるか否か
を、事例の中に検証しようとしている。地域自治組織の
成功例と失敗例を対比して成功要因を探る試みもいくつ
受稿日２０１４年１１月２１日 受理日２０１４年１２月１日
専修大学人間科学部教授
35
か始まっているが２）、一方でこうした住民自治の視角か
ら旧来からの住民自治組織の役割が注目され、合併の広
域行政の推進によって危機にさらされた狭域自治を保証
する地域自治の観点から住民組織のコミュニティの意義
を論じた山崎仁朗２００５や、狭域自治力の基礎にある地
区のまとまりのあり方を論じた丸山真央２０１３の研究が
出ている。本稿では、上述のような狭域自治力という視
点に立ち、地方の過疎化の中にある地域の住民と行政の
関係が平成の市町村合併からどのような影響を受け、旧
自治体内の地域力（狭域自治力）はどのように継承され
ているかの観点から、狭域自治が現状抱えている課題を
明らかにする。ここでは自治力を、さしあたり、自分た
ち地域の課題を自分たち地域で解決する力として捉えて
ゆく。
検討の対象に栃木県日光市栗山地区（旧・栗山村。６８６
世帯、人口１,５２８人、平成２４年住基台帳）を取り上げた
が、栗山地区は、栃木県の北西部、群馬県と福島県の県
境に位置する地域で、平成１８年に２市２町１村で合併し
日光市になるまでは、明治の町村編成法に基づく明治２２
年の町村制の施行以来、栗山村として続いて来た。新・
日光市の栗山地区は、合併特例法に基づき平成１８年に地
域審議会を設置している。
2．新・日光市への合併要因
今市市、日光市、足尾町、藤原町、栗山村の２市２町
１村は、平成１５年１月に「広域５市町村任意広域合併協
議会」の設置に合意し、３月に合併重点支援地域の指定
を受けた。同年１０月に「日光地区合併協議会」が設置さ
れ、平成１８年３月に２市２町１村が対等合併して日光市
となった。旧・栗山村側の合併への要因として、少子高
齢化の中での村の自主財源の乏しさと、強力な政治的
リーダーシップの不在、住民の合併への意向の三つが、
大きく作用したと思われる。
山村である栗山地区は、昭和４６年から今日まで継続し
て過疎地域の指定を受けて来たが、平成１８年の合併以前
にすでに２０歳代３０歳代の女性の減少による少子化が進む
だけ進んでしまっていたこともあって、合併の前から子
どもがいない高齢者社会の段階に入っていたが、さらに
その後の高齢化が際立って進行し人口減少が続いて来
た。地域の地場産業は、高度成長期に隆盛した林業が衰
退したあと、国営ダムの建設から生まれた地元住民の川
砂利採取と建設業隆盛の時期（昭和５０年代）に移った。
ここで儲けた資金を温泉ホテル経営に結び付けた地元の
リーダー層が、その後、温泉郷と民宿集落づくりを柱に
ダム建設の補償を使った観光業の振興を図る、栗山村政
をリードして来た。栗山の観光業は平成１桁台（１９９０年
代）の１０年間に最盛期を迎えたが、その後停滞し、この
１０年ほどの不況と東日本大震災の影響で観光客が減少し
て来た。とりわけ震災では観光客が激減し、未だ回復し
ていない。観光産業の中でも、とくに後継者不足と経営
者の高齢化による民宿業の衰退が顕著で、廃業してしま
った民宿集落に限界集落になるものが出はじめてい
る３）。少子化・高齢化の集落社会への影響は、地域行
事、集落行事の縮小をもたらし、伝統的な文化である集
落ごとの獅子舞ができなくなる事態が生じるところまで
来ている４）。
こうした経済的背景の推移が、栗山村を平成の大合併
へと追いやったと考えられる。国営ダムの公共事業依存
（生コン、土建、川砂利採り）、ダム建設時の水特法、ダ
ム補償による事業での生活環境整備を進めて来た開発主
義からの方向転換ができないまま、自主財源が乏しく地
方交付税依存の体質のままで来た。観光ホテルの温泉郷
も大型リゾート観光志向から脱却できず、観光業全体が
縮小の方向にある。一方、ダム建設の補償で温泉試掘開
発の恩恵を被った民宿業も、後継者難、経営者の高齢化
で廃業が続いて来た５）。近年、県の補助事業として、い
ちごの栽培を新しい試みとして導入した集落もあった
が、うまく根付かなかった。過疎化・高齢化で、住民の
ほとんどが年金生活という中で、これから先税収が見込
めないところに、固定資産税増収につながるような雇用
の場の拡大も当面見込めない状況が続いていた。この経
済的な要因が、合併志向にとって決定的であった。
表１は、『広報くりやま』から昭和５６、５７、６０、平成
１、７、１２、１３年度とほぼ５年おきに、栗山村の一般会
計の決算（歳入）について、内訳をとって一覧表化した
ものである６）。自主財源と依存財源の比率を見ると、自
主財源費が非常に低い。表のように、昭和５０年代半ばか
ら一貫して、ほぼ自主財源が２～３割、依存財源が７～
８割という体質は変わらないと思われる７）。この自主財
源の脆弱さは栗山に限らず、旧・今市市を含むこの地域
一帯の市町村全体に共通していた。平成の大合併直後に
策定された『日光市行政改革大綱』（平成１９年２月）に
おいても、行政改革の基本方針の一つ「財政基盤の確
立」の中で、日光市の財政状況の悪化の要因の一番目と
して、「収入に占める税収の割合が低く、地方交付税へ
の依存度が非常に高い→自主財源の比率が低い」（同
書：８頁）と率直に記されている。
こうした状況の下に、平成１２年の地方分権一括法施行
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当初から２市２町１村の広域市町村合併の話は出ていた
が、栗山村では６期にわたり長期在任していた村長の急
死による交代で強力なリーダーシップをとる者もいなか
った事情の中で、平成１５年１月に５市町村で「任意広域
合併協議会」の設置が合意され、住民アンケートの結果
も日光市との合併賛成がわずか半年の間に急速に多数を
占めるようになり、同年１０月には「合併協議会」が設置
された。
平成１５年４月から５月にかけて栗山村は、村内１３地区
で市町村合併のための地区座談会を開催したが、その開
催時に「あなたは市町村合併について、どのように考え
ますか」のアンケート調査を実施した。その結果は、全
回答者２５４人中、合併した方がよいが３６.２％、合併しな
い方がよい１３.８％、どちらとも言えないが４８.０％、その
他２.０％だった（『広報くりやま』２３２号、平成１５年６
月）。その後、平成１５年８月に村が行った「市町村合併
に関する全世帯アンケート調査」（配布世帯８１８、回収率
５１.８％）では、合併に賛成が８４.８％、合併に反対が１３.
７％、その他１.５％と、村民の意志は急速に合併賛成に
傾斜していった。合併についての意見を求めた自由記述
欄を見ると、賛成理由には、むらの事情（財政、人口の
減少、高齢化）、むらの将来を考えると合併が必要、合
併特例法期限内の合併を望むという意見が多いが、合併
賛成でも、２市２町１村の大規模なものでなく日光市と
の小規模合併を望む意見も多かった。他方、反対意見の
中には、合併により過疎化が進む、合併により財政は豊
かになるかもしれないが地域性がなくなる、２市２町１
村の合併では広範囲のため周辺部が寂れるといった危惧
も多く出されている（『広報くりやま』２３５号、平成１５年
９月）。
新・日光市は、人口９６,６７３人、面積１,４４９.９となり、
「きわめて大きな面積を有する自治体が誕生」した８）。
平成の市町村合併は一般に、合併によって基礎自治体の
規模は拡大したが、地方交付税の削減などによって合併
市の財政状況は依然として厳しく、拡大した市域すべて
の地域に細かく目を配り、きめ細やかな行政サービスを
提供するのは非常に困難となっているのが現状と言われ
ている。栗山地区でも、旧村役場が総合支所になり、職
員数が大幅に減った。新市担当課としては、管内集落が
増え、とりわけ周辺部の山村には集落単位で目が届かな
くなる。新市全体の政策を担当する部門は今市にある本
庁となり、栗山の支所には生活に密着した最小の部門が
残るだけになっていて、４節で詳しく見るように地域の
声を市政に反映させ難くなっている。
3．合併の中での栗山の位置 ―諸計画、施策
に見る栗山と住民の位置づけ―
新しく合併した新・日光市の内部は、行政と住民の関
係の面を見た時、栗山地区のように旧来から集落をコミュ
ニティと位置づけて来た周辺山村部と、行政と市民の
パートナーシップの協働でコミュニティの形成を謳う今
市地区の中心部との二重構造になっている。本節では、
この中心部と周辺部の違いを、合併前の都市部と周辺山
村部の旧自治体の「振興計画」や「総合計画」の中で明
確にしてみよう。
旧・今市市は地方小都市とはいえ、市政は都市的志向
が強く、対照的に旧・栗山村は町場らしい町場もない山
村部なので、地域は農山村的志向が強い。この対照性
は、市町村合併前の総合計画（振興計画）の中の考え方
を比べると、はっきり出てくる。表２は、地方小都市部
の今市市と純山村の栗山村に、鬼怒川温泉街と山村部三
依地区を併せ持つ藤原町を加えた３市町村の総合計画、
振興計画の中から、行政と住民・市民との関係分を抜き
出したものである。
３市町村の「振興計画」には一定の形式があって、基
本構想とそれを受けた基本計画が盛り込まれている。基
表１ 栗山村一般会計の決算（歳入）
歳入額 自主財源 依存財源
村民税 繰越金 使用料・手数料 分担金・その他 地方交付税 村債 国庫支出金 県支出金 繰入金・その他
昭５６年度（１９８１）１，９３８，８０１千円 ２３．１％ １３．８ ４．８ ― ４．６ ７６．９％ ４０．８ １０．３ ４．５ １４．１ ７．１
昭５７年度（１９８２） ２，４４９，６０４２８．７％ １０．５ ２．５ ― ＊１５．７ ７１．３％ ３４．０ ９．８ ４．０ １０．２ １３．３
昭６０年度（１９８５） ２，２５７，０８７２０．９％ １３．１ ― １．９ ５．９ ７９．１％ ４３．２ １５．４ ５．５ １２．８ ２．３
平元年度（１９８９） ２，６４３，４２６３８．６％ ２６．４ ― ２．７ ９．５ ６１．４％ ３５．８ ９．１ ７．８ ６．１ ２．５
平７年度（１９９５） ４，１７０，４０３ １９．７ ５．０ ２．１ ３１．７ １３．２ １０．０ ７．４
平１２年度（２０００） ４，７６７，７２６ １６．１ ３１．８ １０．８ ４．５ １２．５
平１３年度（２００１） ３，８１６，６９４ １９．６ ３５．１ １１．３ ５．０ ９．８
＊川治ダム建設に伴う整備事業費の増額によって、分担金および負担金が大きく伸びた。
（出所：『広報くりやま』）
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本構想の部分で、時代状況の認識が述べられ、その下で
まちづくりの基本理念と将来像が提示される。そして施
策の大綱として基本政策が示されるが、そこでは環境・
インフラ整備、福祉・医療、教育・スポーツ、防災・安
全、産業、広報・広聴・行政職員、広域行政事務といっ
た領域が設定され、１０年先までの計画方向が述べられ
る。第２部の基本計画は各論で、平成８年くらいまでは
役場の各部局から上がって来た、現状と課題、施策の方
向と目標数値、主要事業の計画の文章を、施策の大綱の
枠組みに沿って並べる形が取られている。どの市町村で
も第５次総合計画の平成３年まではインフラ整備、産業
を先に出す構成をしていたのに対し、平成８年になると
生涯学習（教育）や福祉・医療を先に置くのが、時代相
を反映する特徴的な変化になっている。基本構想の部分
は、それまでは時代認識に少子高齢化、国際化、情報
化、産業構造の変化、自然環境の保全といった項目が一
般論で述べられ、施策の大綱も抽象的な記述で簡単に述
べられていたものが、第６次の平成８年になると時代状
況の認識、市町村の現状分析と抱える主要な課題の現状
分析が、地域に即したものになり、記述も現場を踏まえ
たより具体的なものになり、地区別計画が新たに導入さ
れるというのも、大きな変化である。３市町村の中で
も、とりわけ今市市の振興計画は都市型の総合計画で、
平成８年には市民とのパートナーシップのまちづくりの
概念が導入され、平成１３年の後期計画になると計画策定
の時代背景に都市間競争という認識が入ってくるのが、
他の町村版との大きな違いである。
振興計画の中で持たれている行政と住民・市民との関
係を見ると、栗山村では、集落の自治会、各種団体の組
織がコミュニティ組織であると当たり前に捉えられてお
り、平成１３年になって初めて「身近な地域から村民参加
の村づくりを進める」という文言が出てくる。その際の
地域住民は、一義的に集落住民が想定されている。つい
最近までコミュニティや住民参加の項目が設定されてい
ないのが、栗山村の振興計画書の特徴である。山村なの
で、各集落の自治会が行政とつながる太いパイプになっ
表２ 「振興計画」の中の行政と住民の関係（栗山村、藤原町、今市市）
栗山村振興計画書 藤原町振興計画 今市市振興計画
昭和４６．３
昭和５６．３
昭和６１．３
とくにコミュニティへの言及なし
昭和６１．３（第５次）
コミュニティ：自治会、自治公民館、地域
の諸団体の連絡協議会組織づくりを提唱
（１１６頁）
地域づくりの核としての公民館の位置づけ
と、自治公民館との連携強化を（１６４頁）
市民参加のまちづくり（２４４頁）
平成２年度 （後期基本計画）
各集落の自治会単位に集会所を整備済
み（６０頁）
自治会、各種団体の組織がコミュニテ
ィ組織（６１頁）
広報広聴と村民参加（６２頁）
平３．３（新総合計画）
広報・広聴と住民参加（１２３頁）
自治会、体育協会がコミュニティ組織の
基礎単位（１２４頁）
平成３．３（第５次 後期基本計画）
地区別市政懇談会の開始、年齢層別市長と
の座談会、市民提案制度の提案（３２４頁）
市民参加のまちづくり（３２５頁）
平成８．３（第６次 前期基本計画）
町民へのサービス提供が主
住民や企業の町政への参加（３４頁）
公民館、コミュニティーセンター、自治
公民館でのコミュニティ活動（４４頁）
地域福祉：ボランティアの発掘が課題
（７６頁）
平成８．３（第６次 前期基本計画）
市民との協働のまちづくりを導入（３４、１７６
頁）
コミュニティ：コミュニティ活動と自治会
活動との連携を検討（８６頁）
平成１３．３（後期基本計画）
自治会を基礎単位とするコミュニティ
活動（２３頁）
身近な地域から村民参加の村づくりを
進める（７５頁）
平成１３．３（第６次 後期基本計画）
ボランティアは前面に出ず、「自治会を
単位とするコミュニティ組織の活動」
（１０７頁）
平成１３．３（第６次 後期基本計画）
市民が主体の参画型まちづくり（３３頁）
市民との協働のまちづくり（１８９頁）
「まちづくりにおいても市民やその地域集
団である自治会」と、自治会がまちづくり
の主体として初登場（１９８頁）
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ていて、どの集落にも役場職員が複数名いるというのが
実態で、とりわけ住民参加を意識する必要がない近年ま
での事情が、反映されていたと思われる。
藤原町でも自治会が強く、広報・広聴と住民参加の項
目に端的に出てくるように、市民ではなく住民という言
葉が使われ、コミュニティ組織の育成で述べられている
ように自治会、体育協会が基礎単位として明示されてい
る。地域福祉分野においても、町と社会福祉協議会が民
生委員、ヘルパー、保健婦を中心に対応する姿勢が強
く、平成８年に中高校生ボランティアのジュニアスクー
ルが組織され始めたところで、ボランティア団体は目立
たず、「自治会活動や自治公民館活動に自主的な地域づ
くり活動が行われ」ていて（『第６次 後期基本計画』：
４４頁）、「自治会を単位とするコミュニティ組織の活動」
が中心という捉え方になっている。
これに対して都市型の総合計画を持つ今市市は、昭和
６１年の段階で早くもコミュニティ項目を設け、当時の
国・県のコミュニティ施策を受けてであろう、自治会、
自治公民館、地域の諸団体の連合協議会組織づくりを提
唱している。その後、平成８年、１３年の第６次振興計画
になって、「市民との協働のまちづくり」を導入してい
る。その際、コミュニティの項において「コミュニティ
活動と自治会活動との連携」の検討を重要課題の一つに
挙げていて、市民のコミュニティ組織と住民の自治会と
を分けて考えている。これは、ボランティア・グループ
や NPOが市民課の所轄、自治会が総務課の所轄という
行政組織と対応している。しかし他方で、『第６次 後
期基本計画』の中では市民との協働のまちづくりの項
で、「まちづくりにおいても、市民やその地域集団であ
る自治会（行政区）に加え、地域の企業が・・その社会
的責任を地域社会にどう還元していくか」（１９８頁）とも
記述していて、自治会がまちづくりの主体という認識が
初めて振興計画に出てくる。この認識は、協働のまちづ
くりのリーディング事業として、現実に自治会を母体に
実施されていた全市クリーンアップ大作戦と花いっぱい
運動、そして地域防災体制の確立を掲げたことから来て
いると思われる。コミュニティの項目では、市民が企画
し行政がサポートするまちづくりへの移行が謳われ、市
民団体が自主的に行う地域づくり等の活動に助成、資金
貸付を行う地域づくり支援事業も行っている。
このように、今市市は市民社会の考え方を前面に打ち
出し、市民との協働、担い手としてのボランティア・グ
ループ重視を打ち出し、行政改革に基づく機構改革で
も、地域課と市民課とを設定する方向で動いている。こ
れに対して栗山村や藤原町では、自治会を基礎単位とす
ることを明確に打ち出し、コミュニティ計画を立ててい
る。こうした山村型の栗山・藤原と都市型の今市の発想
の違いは、市町村合併後の新・日光市の振興計画にも立
ち現われる。今市・日光・藤原の温泉街と足尾・栗山・
藤原の山村部三依の、一方は都市型に近く他方は山村型
という、両地区の性格の隔たりは大きく、今市・日光・
藤原温泉街は、「総合計画」や「都市計画マスタープラ
ン」、「観光整備計画」や「産業振興ビジョン」で地域計
画を策定し、足尾・栗山・藤原山村部９）は過疎地域振興
計画を策定するという二重構造を、日光市の地域政策は
持っている。
平成１７年の日光地区合併協議会『今市市・足尾町・藤
原町・栗山村・日光市 新市建設計画』は、「地域間の
差異に配慮しながら地域の均衡ある発展を」（２０頁）と
は言っているが、住民活動として、「最近はボランティ
アや NPOの活動が広がりを見せており、地域住民と行
政との協働によるまちづくりが進められている」という
認識を前面に打ち出していて（１４頁）、今市市民を念頭
に置いた計画の性格が強い。人口比、都市機能の集積か
らして無理もないのかもしれないが、栗山地区について
は僅かに、湯西川ダム建設に伴う水源地域の生活環境、
観光産業の整備及び支援、湯西川ダム水源地域整備計画
の推進事業（水源地域特別対策措置法に基づく事業）を
謳っているのみで、『新市建設計画』の中からは栗山地
区の姿は十分には浮かび上がって来ない。周辺部に位置
づけられたままである。その後の、平成２０年の『日光市
総合計画』は、持続可能な地域づくりの方向として豊富
な地域資源を生かした魅力ある国際観光文化都市「日
光」の創造を謳い、日光市の担当者サイドから見えてい
る課題として、日光市民としての一体感がない、地域間
均衡を図らねばならないという２点を掲げている。しか
し、まちづくりの推進方策は市民・行政・企業の協働、
市・市民ボランティア・NPOの協働、市民参加を謳う
ものとなっていて、その目線は中心部に留まったままに
なっている。さらに、平成２１年の『日光市都市計画マス
タープラン』はまさに都市型の目線そのもので、市民と
行政の協働によるまちづくりが推進方策として謳われて
いる。これに対して『日光市過疎地域自立促進計画（平
成２２年度～２７年度）』は、過疎地域自立促進特別措置法
（平成１２）に基づく計画策定で、足尾と栗山の２地域が
対象となっている。栗山については温泉・文化・地場産
業の一体性の強化を目指す振興がいくらか具体的に画さ
れているが、「解決すべき課題は多い」（４頁）と一般的
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な言い方で記されている。栗山のコミュニティに関して
は「人口及び世帯の減少、高齢化による地域コミュニティ
の機能低下が危惧される。現状では、地域の共同作業や
相互扶助活動は維持されているものの、一部の地区にお
いては機能の維持が困難になる恐れがある」（７０頁）、
「ボランティアという意識ではなく、近隣住民の助け合
いの中で、冬期間の除雪や屋根の雪おろし農地の耕作な
ど、互いに協力しあうことが地域として根付いている」
（７２頁）との認識を示しながらも、「近隣住民の助け合い
が、地区単位の活動に広がり、ボランティア活動に発展
するよう、ボランティア活動への関心を高め育成を図
る」（７３頁）ことが、地域の自立促進に必要な事項とし
て掲げられている。しかし、実際には、ボランティア・
グループはそもそも人の少ない栗山地区や藤原地区三依
では数少なく、都市部の今市地区や日光地区それに古河
機械金属の足尾銅山があった足尾地区では多い。今市地
区ではすでに平成１３年に地域福祉分野だけでも高齢者給
食サービス等で社会福祉協議会に登録されているボラン
ティア団体が１５団体あり、うち NPOが５法人と報告さ
れている（『第６次今市市振興計画』平成１３年：１１１
頁）。また、合併後は行政改革に沿って公共施設の管理
に指定管理者制が取られているが、市部ではボランタ
リーなグループ間での入札が実施されているのに対し
て、周辺部では最初から地縁系の団体に委嘱されてい
る。
基礎自治体と住民組織の関わりのあり方のこうした違
いは、地域コミュニティの歴史に深く根ざしており、広
域合併したからと言って画一化できないであろう。しか
し、過疎地域振興計画においても、ボランティア・グ
ループの育成という都市型志向が画一的に置かれてい
る。この都市型、山村型の発想の違いを反映する出来事
が、合併後になって、栗山地区で起こっている。平成の
市町村合併によって栗山で消滅した地域集団に、婦人会
の休止があった。栗山は集落ごとに自治会（区会）があ
って、１８自治会それぞれの下に婦人会がある。少子高齢
化で婦人会員も高齢化し、会員数も減少して来ていると
はいえ、今でもどの集落にも婦人会に相当する婦人連の
女性たちが、小さい集落でも５～６人、大きい集落だと
１５～６人はいて、集落の祭りや地域行事の時の賄いとお
接待役を引き受けている。その単位婦人会を統括する栗
山連合婦人会が、市町村合併後ほどなくして新しい日光
市の女性団体連合会からの休会を宣した。
この休会の経緯を、栗山総合支所の総務課の担当者は
次のように説明している（平成２４年９月聞き取り）。
婦人会の地区の役員は、もう回り番みたいになっ
ていて。人がいないんで。回り番なので、ほとん
ど無理矢理になっているところがあって。婦人会
と言っても、地域での活動がほとんどで、地域の
お手伝いがほとんどだったのが、今度は日光市に
なったことによって市の行事にいろいろ出てなく
ちゃなんない。行事と、あとは審議会とか○○委
員会とかに、割り当てみたいな形で。で、そうい
うのが苦手な方が結構いらっしゃるので。恐ら
く、そういうのが苦痛になっちゃって。婦人の地
位を向上させようとか、そういう志で出来上がっ
た組織ではないので。地域の行事のお手伝いと
か、そういう昔からの形で来ているものなのだか
ら。まあ、会長だけが行くんだったら、今までも
そういう形はあったんですけれども、支部長（集
落婦人会長＝筆者）とかそういう人が出ていくよ
うになっちゃったんで。その辺が苦痛になったん
ではないのかなと。「私たちは、だから地元だけ
では活動しますけども」って言ってます。活動と
言っても、地域の行事のお手伝いが主になっちゃ
うんですけども。
地域の側では、地元のある自治会長は次のように受け
止めている。
日光市になったからと言っても。ここら辺の地域
では仲間意識が強いんですよ。全体になると、ど
うしても他人の集まりという感じになり、だんだ
ん真剣味もなくなるし。やってられないよって。
別に、じゃ止めましょうという訳でもなくて。地
域の集まりになると、自然と役割を担当してくれ
る。（平成２４年９月自治会長 OMさん）
日光市の婦人会連合は合併後、市の中心部である市街
地の今市あたりでこれまでやってきた活動を、婦人会と
いう形で周辺部にも画一的に広げるという方針を取って
いる。栗山の婦人会の役員は、今市中心の婦人会関係の
行事やあて職会議に、１日かけて出かけてゆかねばなら
なくなった。栗山から中心部の今市まで出かけるのに車
で１時間～１時間半くらいはかかり、移動だけでも大変
な距離にある。この移動の大変さは、周辺部である旧・
足尾町や旧・藤原町の三依地区も同じ問題を抱えている
が、栗山の婦人連にしてみれば休会やむなしは当然であ
ろう。
なによりも、婦人の地位を向上させようという指摘と
地域の行事のお手伝いという昔からの形という指摘に
は、都会的近代のロジックとローカルな地元のロジック
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への鋭い洞察が含まれているように思われる。今市の婦
人会は女性の社会参加やエンパワーメントといった社会
教育理念体制下での婦人会で、全市的な視野で動く都市
型のそれだが、栗山の婦人会は集落単位で、自治公民館
の掃除や集落行事の下支えの活動をする農山村型の地域
婦人会である。これが合併で都市部の婦人会と同じノル
マを課されると、趣旨が違うと意識されてくる。栗山婦
人会休会の出来事は、中央の論理が周辺部に覆い被さっ
て来た一つの現れと見ることができる。
4．合併後の住民と行政の関係
ここでは、市町村合併後、周辺部の旧自治体内の地域
社会レベルで、住民の地域生活がどのように変化したの
か、彼らの生活上のニーズや地域の課題がどのように市
政に上がってゆくかの検討を通して、住民と行政の関係
が合併からどのような影響を受けたかを明らかにする。
４.１ 生活環境への合併の影響―医療・福祉サービス、
生活関連施設、近居他出子のサポート、行政サー
ビス―
まず、高齢化率が極端に高い山村栗山（３２.５％、平成
１７年国勢調査）で、合併後、高齢者の生活を支えている
医療・福祉サービス、生活関連施設、近居他出子のサ
ポート、行政サービスは、どう変化したかを見てゆく。
医療サービスに関しては、栗山内に診療所がある。栗
山村時代は、表栗山（鬼怒川沿い）の役場に隣接して診
療所があり、裏栗山（湯西川沿い）の湯西川支所にも診
療所があった。県派遣の医師１人が常駐し、本庁と支所
に週半分ずつ勤めていた。集落の高齢者には、役場から
の送迎マイクロバスが巡回していた。合併後の現在も、
医師のこの体制は維持されているが、旧村時代には保健
師が常駐していたものが、合併後今市から出張する形に
なった。病院は地区内になく、今市、宇都宮まで通って
いる者も旧村時代から多かった。
高齢者福祉の面では、旧村時代の平成１２年に介護保険
制度が導入され、在宅福祉対策としてホームヘルパー派
遣事業でヘルパー３人が配属されていた。ケア・マネー
ジャーは、藤原町の鬼怒川温泉から入っていて、これも
現在も変わらない。デイサービス・センターが表栗山に
１０年前に、さらに合併後、裏栗山に３年前に建設され、
集落から行政のマイクロバスで高齢者を送り迎えしてい
る。裏栗山のディサービス・センター建設には、湯西川
ダム建設の交付金が入っている。
この他に、学校は少子化で、合併後、日向小学校、川
俣小学校が栗山小学校に統合されて廃校になり、西川小
学校が湯西川小学校に統合され廃校になって、スクール
バス通学が徹底したが、すべて旧村時代から統廃合が計
画されていたもので、合併によるものではない。
医療、福祉、教育面が、市町村合併によって変わった
ということは生じなかった。「村時代は振興が主で、福
祉などは重視されていなかったが、医療・福祉のサービ
ス、日常身の回りの福祉などは良くなった」という意見
も見られる（平成２４年７月総合支所での聞き取り）。確
かに、１５年くらい前まではダム建設の誘致をはじめとす
る開発主義の村政でやってきた。栗山村政から日光市政
になり、開発だったものが福祉にシフトしたという意見
もあるが、新・日光市の政策が福祉を前面に出すものに
入れ替わったというよりは、むしろ、少子高齢化への対
応が目に見える形になって顕在化して来たと言えるので
はないか。とは言っても、社会福祉協議会が今市から積
極的に栗山に入っているわけでもない。福祉への転換は
町村合併によるのではなく、もう少し長い時間のスパン
での変化で、時代の変化なのではないかと思われる。
さらに、交通施設、公民館、福祉施設、郵便局、保育
所、病院、商店といった生活関連施設も、合併によって
大きく変わったことは起こっていない。交通施設につい
ては、湯西川側では、平成２４年に竣工した湯西川ダム関
連で造られたほとんどトンネルを通る付け替え道路があ
り、今市までの車のアクセスがとてもよくなったが、こ
れも市町村合併による変化ではない。バスの便も、村営
バスから市営バスに変わっただけで、運行本数が増えた
わけでもない。
若夫婦が今市に下りてしまったところでは、残った親
の間に買い物難民が生じた。移動販売車が入ってくると
いう集落もあるが、購買者も減って来ているので販売車
が来る回数も減っている。そういうところでは、近居他
出子の子どもが今市のスーパーで買ってあがって来る。
こうした変化は、合併以前から進行して来ていることで
あるが、合併で子どもが今市に下りるケースは加速され
た。
以上概観して見ると、住民の地域生活は、旧村時代の
内容がそのまま維持されているのであって、市町村合併
による変化というものは少ない。とはいえ、少子高齢化
で、全体に縮小の方向にはある。縮小社会化は全国の山
間村に共通の現象であり、徳野貞雄は、人口減少社会に
適合した制度やシステムをつくり、少ない人口でも生活
の質の高い社会を目指すべきと、山村のこれからの方向
を示している（徳野１９９８）。
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栗山では医療・福祉、生活関連施設に大きな変化は見
られないが、行政サービスは、大きく変わっている。そ
れは、行政村という基礎自治体の消滅と総合支所への移
行であった。
４.２ 総合支所への縮小の影響
市町村合併によって、栗山地区では、同じく総合支所
体制になった藤原地区、足尾地区と同様に、栗山地区内
勤務の市職員数が大幅に減った。村役場が総合支所にな
り、合併前は最盛時に１３０人以上いた職員が（『広報くり
やま』２５２号、定員適正化計画の進捗状況、平成１７年２
月）、現在は３０人ほどがいるだけになった。規模が縮小
した分だけ、１人あたりの仕事量は増えていると言う
（平成２４年夏、総合支所職員への聞き取り）。新市の地域
担当課としては、配属職員数の割に管内集落数がとりわ
け山村部で増え、目が行き届かなくなると言われる。合
併協議会の総括である『新市建設計画』は、合併の効果
として行政サービスの向上を掲げ、「規模が大きくなる
ことにより、これまで十分確保できなかった保健師や土
木技師などの専門職を採用・増員できるようになり、専
門的かつ高度な行政サービスの提供が可能になる」（５
頁）と謳っているが、合併後すぐに周辺部の栗山では保
健師が今市の本所に集約され、必要に応じて出張してく
ることになった。常駐する保健師がいなくなってしまっ
た。
こうした役場縮小の影響を、住民たちはどう見ている
であろうか。調査では、自治会長たちへの聞き取りから
は良い面は誰一人語ることがなく、変わらないという話
はあったものの、多くは否定的な意見で、負の影響が相
当出ていることが明らかになった。自治会長へのインタ
ビューと観察から出てきた点は、人的資源の減少・意
欲の減少、地元担当制の工夫、地元雇用機会の消滅
（Uターン可能性の消失）、人材育成の場の消失の４つ
に整理できる。
新しくスタートした総合支所の職員は３０人ほどに縮小
したが、その機能も縮小した。職員たちは地元ベースで
動くことができず、決められたことをこなすだけになっ
た。「役場も今は人がいないので、地元ベースではもう
動けない。支所なので、決められたことをこなすだけに
なってしまった」（役場職員 OB、自治会長からの聞き
取り）。人がいなくなると、地元ベースでは動けなくな
る点が、問題点として挙げられている。
総合支所には総務課地域振興係と市民福祉課市民福祉
係、観光課観光係、産業建設課産業建設係の４部門が
入っていて、課長補佐兼係長クラスが各部門のトップに
配置されている。こうした生活に密着した最小限の部門
が残るだけになったという、役場の仕事面での縮小が生
じただけでなく、地元住民の直接の生活面にも、役場職
員の人的資源の減少は影響を与えている。かつては、ど
の集落にも役場の職員や雇員が複数いて、高齢者は診療
所（役場の隣）や郵便局（役場と同じ集落）等に用事が
ある時、隣人である村職員の通勤時に乗せてもらったり
していた。診療所に関して今はかつてと同じようにマイ
クロバスの送迎があるが、それ以外の面では車を運転で
きない高齢者にとって選択肢の一つが減った。
役場の縮小によって地域振興課の目がきめ細かく行き
届かなくなることを防ぐために、日光市は職員の地元担
当制（自治会まちづくり要望制度）をとっている。栗山
地区の場合、地区を３～４集落ずつに、鬼怒川筋３ブロッ
ク、湯西川筋１ブロックに分け、支所の職員２名ずつが
担当で張り付き、役場からの情報を流し、住民のニーズ
を吸い上げることを趣旨としている。自治会長たちがそ
の職員に言えば、市の対応課の方ですぐに対処する措置
も取られることになっていて、かなり早く対応されるよ
うになったという評価も出ている（自治会長 TEさ
ん）。
しかし、総合支所への移行により最も大きな影響が出
たのは、雇用の機会面であろう。村役場の廃止、新・日
光市の総合支所への移行は、栗山最大の企業が消滅した
ことになるが、栗山村役場の職員から日光市の職員への
移行では、さほどの失業者は出なかったと言う。もとも
と行革で採用を控えて来たこともあり、定年前の退職者
もそこそこ出たが、藤原町、今市市への配置転換が多か
った。とりわけ今市市への配置転換によって、年寄りを
残して子ども夫婦が今市に転居してしまう現象が起こっ
たが、この影響は村の住民にとって大きい。さらに、そ
れ以上に大きな影響が出ているのは、栗山出身の若者に
とって Uターンの職場先が無くなってしまったことで
ある。あるインフォーマント夫婦は、子どもが東京の大
学を出て村役場就職の可能性が高く自宅に戻って来ると
思っていたのが、役場がなくなって栗山でなく今市に就
職し、結局今市に居住することになったと嘆いていた。
役場職員の子どもは、東京の大学を出たあと村役場に入
り Uターンするという期待が持たれていて、戻って来
たケースにもよくぶつかる。ただし、この Uターン
は、役場職員層の階層の再生産でもあった。
かつて栗山村役場は村内最大の企業で、多くの職員を
抱える雇用の場であった。役場職員の排出の多い集落、
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少ない集落はあったが、どの集落も複数の職員を出して
いた。役場の職員は村内でも有能な者が多く、彼らは定
年退職後に集落の役職者や自治会長をする者も多い。調
査時点で、栗山の自治会長たちの半数以上が役場の OB
で、６０歳代半ばの彼らの中には、ノート・パソコンを持
ち出して、画面を見て集落の住民の数を拾い出しながら
インタビューの質問に答えてくれた者も少なくない。こ
の人たちが、かつて同じ職場にいた面識を持ち、集落を
超えた仲間のネットワークを持って栗山のまとまりをつ
くりあげている面は看過できない。村役場は集落のリー
ダー養成の場にもなっていたが、栗山村の閉村はこうし
た人材育成の場の消失でもあった。
４.３ 地域課題の市政への上がり方・その仕組み
社会の規模が小さい山村の栗山村では、行政と集落自
治会とのパイプも太く、住民の地域課題のほとんどは自
治会を通して行政に上がっていた。今でも自治会長の下
には、住民がこんなことできないだろうかと直接言いに
来たり、年２～３回の自治会の寄合の場で要望が出たり
もする。また、自治会長の方で、これを市に出そうかと
寄合に諮ることも多い（平成２４年９月、２５年５月、６
月、自治会長からの聞き取り。自治会長 TEさん、YT
さん）。市町村合併後の日光市では、合併協議会の合併
協定項目の協議で自治会組織は合併後もそれまでと変わ
らないことが確定していたが、新たに行政推進員が各自
治会から推薦されて広報の配布などを行うことになって
いる。栗山では、自治会長を行政推進員にあてている。
行政とのつながりの面での地域組織の構成は変わらず、
行政から住民各戸へのルートは栗山村時代と変わらな
い。仕組みは変わらないが仕事の量は増えた。自治会長
によると、合併後、市の広報以外に諸行事を周知する資
料の配布が増えたと言う。しかし、場所が市の中心部で
開催されるので、参加できるかというと難しい（自治会
長 FMさん）。道路清掃とか植栽とかの環境整備の活
動、指定管理の活動には市の補助金が出るようになった
が、膨大な書類が必要で自治会長の仕事がものすごく多
くなり、面倒な自治会長の仕事は増えていると言う（自
治会長 YTさん）。他方で、逆方向の住民から行政への
要望の上がり方は、合併後変わった。住民たちに言わせ
ると、要望を行政に反映し難くなったという。ここで
は、住民たちの生活上の課題、地域課題の市政への上が
り方、その仕組みがどうなっているかを検討する。
地域課題の市政への上がり方、住民ニーズの行政への
反映ルートは、総合支所地域振興係の担当者、集落の自
治会長たちの話を整理すると、合併後の現在大きく分け
て４つある。直接支所ルート、市議会議員ルート、地域
審議会ルート、支所職員の地元担当制（自治会まちづく
り要望制度）の４つである。以下、それぞれについて検
討してゆく。
直接支所ルート：自治会長からは、次のような話が出
てくる。
栗山では、かつては村役場の職員が多く、地元集
落からも多くの人が職員として入っていたので、
役場が身近な存在になっていた。しかし、合併し
てから総合支所になり、栗山村の時には役場に直
接持ち込み村長に即決してもらうこともあったも
のが、日光市になってからは遠くなった。総合支
所からお伺いを立ててと、手続きがとにかくやや
こしくなった。（自治会長 YTさん）
住民のニーズを行政に上げてゆくルートが細く、
長くなった。言いづらくなった。ちゃんと文書で
出せとか、形式手続きが多くて。要求出しても返
事が返ってくるまで半年くらいかかるから。自治
会長、支所職員とも、行政トップに要求をもって
ゆき難くなった。（自治会長 OMさん）
同じような認識は、総合支所職員にも共有されていて、
次のような話が出てきている。
トップに声が届き難くなった。旧村時代は突然来
てもすぐ上に上げていたが、今は今市（本庁）ま
で行かなければちょっと。今までだと皆が顔見知
り的な感じだったが、今は顔見知りでない人が
トップなので、行きづらいというのもある。
合併から日が浅いとはいえ、まず庁内コミュニケーショ
ンのルートの確立が必要なようである。
市会議員ルート：栗山村時代、村会議員は１０名いて、
２～３集落から１人くらいの目安で出ていたが、合併後
栗山地区からの日光市議会議の議員数は激減した。新市
市議会議員は定数２４名で、合併時、特例で定員区割りを
し、旧栗山村地区には２名割り振られ、前村長と前村会
議員の２名が当選した。しかし、４年後の改選時からは
特例もなくなり、新・日光市全体での人口比が反映され
る形で、１名しか当選していない。これからも１名だろ
うと言われている。栗山から１名出ている議員は、日光
市内でも山村部の足尾、藤原三依地区選出の議員たちと
会派をつくり、地域性を踏まえた議員活動を続けてい
る。議会では、この会派は、「総合支所の職員数の減少
によるサービス低下、雪害対策、消防行政、生活環境の
異なる地域の混在、保健師の本庁集約、高齢化集落対
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策、林業の振興、医療機関から離れて生活する市民の安
心、地域再生事業、小中学校廃校とその利活用」など周
辺部にとっての極めて本質的なテーマの一般質問を行っ
ているが、如何せん議会の中でも少数派勢力に過ぎな
い。この議会ルートへの栗山の自治会長たちの評価は、
さほど強く期待されている様でもない。
今見てきた役場ルート、市議会議員ルートの他に、住
民と行政の間を媒介するものとして合併後新たに加わっ
たルートとして、地域審議会と支所職員の地元担当制が
ある。
地域審議会ルート：新・日光市は「地域自治組織」の
制度を採用している１０）。合併時に、合併前の５市町村そ
れぞれに「地域審議会」を新設した。旧市町村地域にあ
る程度の権限を委譲するなどして、「それぞれの地域の
ことはそれぞれの地域によって対応させる」ことを趣旨
にしている（日光市総務課担当者）。栗山地域審議会の
事務所は栗山総合支所に置かれ、住民代表組織と事務所
によって地域の自治の一翼を担うとされている。ここ
で、実際どの程度有効に機能しているか、現状と課題に
ついて検討しておこう。
栗山地域審議会は、平成１８年から２８年までの時限立法
で、委員は市長が選出した委員となっていて、事務局が
選定している。委員の属性を見ると、各種団体からの代
表者を広く集めていて、自治会長会３人、観光協会２
人、社会教育委員１人、スポーツ推進委員（体協）１
人、民生委員２人、PTA連絡協議会１人、婦人会に相
当する代表２人、それに公募委員（学識経験者）３人
の、計１５名で構成されている。
審議会の機能は、a．地区の重要事項について、市長
から諮問されたものを審議し答申することと、b．区域
の支所が所掌する事項、市の処理する区域の事項につい
て、必要と認められる事項に関して審議し意見を市長に
提出できると規定されていて（「日光市地域審議会条例」
平成１８年３月）、極めて限定的である。栗山地域審議会
では、平成１８年から平成２１年まで、市長から諮問された
事項のみの審議に限定されて来た。「新市建設計画」の
変更・執行状況、「基本構想」の作成・変更に関する意
見聴取であった。これらの議題について１０回ほど協議を
もち、平成２１年に答申をしている。（『日光市地域審議
会』平成１８年度～２５年度）。平成２２年からは、市長から
の諮問事項も一段落したので、これから自分たちで重要
と考えられる事項の審議をしていこうという話が出（平
成２３年夏、事務局への聞き取り）、６年目にしてやっと
自らの手でという自主的な方向が出てきた。これまで、
「総合支所の組織機構、学童保育の設置、総合支所庁舎
の建替え、ドクターヘリ専用発着場の整備」などを話し
合っている（『日光市地域審議会』平成２３年度～２５年
度）。
こうした活動を見ると、地域審議会の特徴は、審議し
意見を具申できる範囲が新市建設計画の変更・執行状
況、基本構想の作成・変更に限定されて来た。また、平
成２２年から住民ニーズの吸い上げにシフトしたが、総合
支所が掌握する事項と市が処理する栗山地区の事務に係
る事項に限定されていて、提出された意見は政策決定の
参考という位置づけに過ぎないという限界も持ってい
る。その委員の属性を見ると、地域審議会は、旧村議会
や新市議会の議員よりはより集落レベルに近いところで
構成されており、その機能は政策決定というよりむしろ
行政を補完する位置に置かれている。この意味では住民
のニーズをより直接的に行政に反映できる位置にありな
がらも、その守備範囲が極端に限定的であり、その答申
も市長が政策決定の参考にすることができるとされ、行
政に対しなんら拘束力を持たない設計になっている点で
極めて限界のあるものになっている。
支所職員の地元担当制（自治会まちづくり要望制度）
：市町村合併後新市によって新たに設置されたこの制度
の内容は、すでに前項で取り上げた。役場はかなり早く
対応するようになったという評価はあるが、この制度は
始まったばかりで、どれだけ効果があげられるかが課題
になる。
栗山地区で住民の声が行政に反映されるのは、以上の
ような支所直接ルート、市議会議員ルート、地域審議会
ルート、支所職員の地元担当制の４つであるが、いずれ
を見ても十分に機能しているとは言えない。地域自治が
どのように継承・発展しているかの点から見ても、住民
の日常生活上の課題、地域課題をめぐる生活互助、地域
活動面での自律性は、市町村合併に関係なく、少子高齢
化による人的資源の縮小の中にある集落レベルで、連綿
と維持されて来ている。これに対して、行政的な枠組み
の中で旧自治体単位での地域自治が支所や市議会、地域
審議会ルートで維持され、発展してゆくかというと、難
しそうである。とりわけ、今般の地方分権の目玉の一つ
とされた地域自治組織である、機構的に旧自治体単位で
の住民ニーズを取りまとめ組織的に反映できる可能性を
持つように見える地域審議会も、当初、市長から諮問さ
れた新市建設計画の変更・施行状況の意見提出に終わ
り、６年経ってやっと委員たちで重要と考えられる事項
の審議をしようという話が出てきた段階に至ったに過ぎ
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ない。現場では、この程度の発想でしか地域審議会を受
け止めていない１１）。もともと合併後１０年間の設置という
時限的な性格を持たされているところからしても、地域
のニーズが地域審議会を通して市政に反映されるかとい
うと、たいへん難しそうである。
5．地域課題と課題解決力
市町村合併によって栗山村役場は栗山総合支所に謂わ
ば格下げになり、周辺部の地域課題への住民のニーズ
を、支所や市議会や地域審議会といった装置を通して市
政に反映させるのは困難な状況にあることが明らかになっ
た。では、栗山村という旧基礎自治体が持っていた自治
力はどこに行ったのだろうか。栗山の住民が自分たちの
課題を自分たち地域で解決する地域自治の力は、失われ
てしまったのだろうか。栗山の地域を歩いてみると、集
落単位で自分たち地域の課題を自分たちで解決しようと
する力を、合併後なおも住民たちの集落維持への努力と
知恵の中に見出すことができる。ここで、自治体レベル
でなく集落レベルでの地域の課題解決力、生活圏での自
治の力を見ることができる事例を、いくつか取り上げて
検討してみよう。
年寄を孤立させない：冬、雪に閉ざされる栗山の集落
では、集落行事のほとんどが４月から１０月の間に集中し
ている。上栗山自治会でも４月から９月まで、オートキャ
ンプ場の清掃、牧場の肥料播き、道路の缶拾い、寺の掃
除、キャンプ場や道路の草刈りなど、毎月１回は住民全
員が共同で作業・活動を行う朋輩（むら仕事）がある。
その時に、お年寄りを全部集めて草むしりをしてもらっ
たりして、昼に集落の婦人部（元婦人会、地域の集まり
になると自然と役割を担当してくれる。４０歳～７０歳まで
の主婦１２人、ほとんどが年金生活者）が昼食を出してお
酒を付けてという、朋輩仕事の昼出しを平成２５年からス
タートした。自治会長は、その意図をこう説明してい
る。
作業に出て、疲れて帰って、そのあとでお昼を作
るのも大変なんですよ。だったら昼出せばよい
と。年寄はお昼を楽しみに来るようにもなるし。
考えて、考えて、やったんですよ。そうしない
と、お年寄りが孤立しちゃうんですよ。もう子ど
もがめったに帰って来ないんですよ、年に２回と
か３回しか。常にお年寄りを動かすというんです
かね。外に出て来てもらって、孤立させないよう
に。それでも割かし、ここらみんな仲がいいか
ら、連れ立って外歩ってるんですけれども。（平
成２４年９月、上栗山自治会長への聞き取り）
これはある意味、都市部では社会福祉協議会の地域の給
食サービスにあたる。集落による朋輩仕事の機会を利用
した自発的な給食サービスである。こういう活動に、例
えば社会福祉協議会あたりから補助金が出るなんてこと
あるんですかの問いに、
聞いたことないですね。貰う気もないですし。変
な話、少しでも補助金貰うと、やれ決算書上げろ
だの、面倒くさいですよ。だからいいって、そん
なもの。（上栗山自治会長）
という答えが返って来た。内側から、これが必要だろう
と自発的に動いているのが感じて取れる。
４２戸の小さな集落なので、朋輩の共同作業はスケ
ジュールを、大体日曜日に置くように年間の初めの自治
会総会で全戸で決め、直前に自治会長が有線放送で実施
の念を押す。日が決まれば、毎回ほとんどが出てくる。
こういった形の活動で、コミュニティが不断に維持され
ている。根っこに人びとの密なつながりがあるから、毎
月の朋輩と食事会が可能なのだろう。朋輩仕事と食事会
を組み合わせて年寄を孤立させないようにという、この
上栗山の工夫には、自治会長たち集落のリーダーの意図
的な村落経営感覚が見られる。自治会長は元役場職員
で、福祉課に長くいた。役場職員が定年後自治会長に入
る形での、村役場の地域人材育成の機能をここに見て取
れる。
獅子舞を維持する、存続させる工夫：栗山の獅子舞
は、集落ごとにあり、３人１組で舞い、笛、謡いも含め
て１２～３人で演じる。若衆と呼ばれる若者の地域集団
（１５歳～４２歳の男性）が、先輩から後輩へと江戸時代か
らのこの伝統を守り継いで来た。伝統的な民俗行事で、
集落住民の強い誇りになっている。どの男性も若衆での
経験を共有しており、女性たちも祭りの賄い方として毎
年関わって来た思い入れの対象（集合的記憶）になって
いる。かつては、年に２回あるいは３回舞ってきたが、
過疎化の中で少子高齢化が進み、若衆そのものの維持が
困難になり、ここ５年くらいに獅子舞を舞えなくなった
集落がついに２つほど出たという、危機的な段階にどの
集落も差しかかっている。この間どの集落も、自分たち
の誇りである獅子舞を維持するために涙ぐましい努力を
している。
獅子舞を舞う最大の祭りであるお盆の祭り日を、３日
間から２日に縮小し、出し物の数を減らす省略化をし、
舞いの内容をエッセンスだけにする簡略化を工夫して来
た。他方でこれまでも、若衆の定年を４６歳に延長し、さ
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らに４８歳まで伸ばして来たが、集落内の若衆だけでは獅
子舞を維持できず、村外に他出した高校生や若い勤め人
に祭り日に帰って来てもらう形を取る方法も編み出して
きた。しかしこれは抜本的な解決にはならず、ついにこ
こ５年くらいの間に、若衆を休会にし、若衆の息子たち
と OBである自治会の世帯主が会員になる祭典保存会を
新たに組織して獅子舞の維持を図る集落が、２つ３つと
出て来ている。
祭りや相互扶助の地域行事は集落住民のつながりを強
化する機能を持っているが、このように地域住民たちが
様々な知恵を出し合って獅子舞の維持を図っている姿を
見ることができる。
高齢者の畑作グループの試み：土呂部集落では、平成
２１年に新たに高齢者の畑作グループが結成された。１０年
以上前に土呂部では、サルの害を避けるために２０アール
くらいの畑にサルワクを作ったが、この畑が、もはや作
る人がいなくなっていた。誰も畑を作らなくなったの
で、１２人ほどの高齢者（夫婦３組が入っている）が共同
で畑をやろうと、一人１万円の出資金をもって畑仲間ド
ロブを結成した。サルワクを全部はずして共同で耕し、
トウモロコシを専用に栽培して販売に出している。販売
を目的に集団を結成しているというよりは、楽しみなが
らトウモロコシづくりをしている性格が強い。この仲間
は畑づくりに自分たちの生きがいを見出していて、この
試みに集落という自然発生的な場の力を見ることができ
る。
集落をまたぐ広域での内発的な動き、おやじの会：今
日の栗山では子どもが極端に少ない。平成２５年度で、栗
山中学校に９名、栗山小学校に１６名、保育園が４名と、
鬼怒川流域の表栗山で３０名しかいない。PTAの親の数
も少なくなり、いろいろな行事をするにしてもできない
状況になっている。子どもはいない若い者や PTAを卒
業した年長者が、PTAと一緒になって子どもを支えま
しょうということで、平成２１年に、表栗山の範囲でおや
じの会がつくられた。運動会、奉仕作業等の PTA活動
の補助と、独自に子どもを集めて大人の得意なことを子
どもに伝えることを趣旨にしている。地域とのつながり
に熱心な栗山小学校の H先生と３～４人の地域の親 OB
がコアになって、年２回子どもを集めて行事を企画実施
してきた。
日曜日に子どもがワ～楽しかったと思うような企
画をして出そう。偉そうに、大人のすごさを見せ
てやんべー。ワ～すごいっていうことをしなが
ら、大人も一緒に楽しんじゃえ、っていうことを
しようと。（平成２５年６月小学校 H先生）
飯盒炊さん、お箸づくり、食材さがし、餅つき、昔遊
び、巨大かまくら造り、川止め、石焼、野球、アスレチ
ックなどユニークな行事で、毎回６０人前後（子ども２５、
大人３５くらい）が集まる。
おやじの会は各集落からの有志３６名と小学校教職員５
名の会で、年齢的には３０代後半から６０代半ばまでいる
が、５０代半ばの者が圧倒的に多く、次が４０代はじめの者
たちになっている。彼らの職業はまちまちである。小学
校、中学校と一緒だったという人たちなので、まとまり
易かったと言う。男性が会員だが、イベントの時には奥
さんたちも出て来る。運営の仕方がユニークで、会長と
会計とかの役職組織を置いていない。毎回イベントの前
に呼びかけて飲み会を開き、イベントの企画を話し合
い、その飲み会に参加した人が自分の得意な分野だとそ
のイベントの担当スタッフになるという形で、拘束する
入会資格もないし会費もないという、アモーファスな形
態をとっている。イベントの運営経費はその都度大人の
参加者から徴収するし、飲み会の会議費は各自の持ち出
しで、恒常的な会計がない。この会は、固い組織ではな
く、ネットワークとしてのやわらかな組織だと言える。
おやじの会はもともと学校の外側に作られた、学童を
ターゲットにするイベントの企画実施グループとしてス
タートしているが、平成２３年から地域の中に活動を広げ
る試みも始めた。栗山の文化にはない正月のどんと焼き
を、小学校がある青柳集落の高齢者住民のために３回ほ
ど開催していて、学校から地域への広がりにつながる新
しい局面を持つ活動と注目される。過疎地の極端な少子
化の中で、地域を維持する試みと位置づけることができ
る。
栗山の集落レベルでフィールドワークを通して見出し
たこの４つの事例から汲み取れるのは、過疎化・少子高
齢化の中でなにもしなければ縮小してゆく集落社会の課
題、地域社会の課題の解決を目指した、集落社会を維持
する内発的な力、地域社会を維持する内発的な力が、住
民の知恵と工夫の中から生き生きと働いている姿であ
る。そして、前節までに検討して来た市町村合併の後の
行政と住民の間の仕組みは、こうした集落レベルでの生
き生きとした力をうまく吸い上げているとは言えないと
ころに問題がある。地域のメゾレベルで、廃村になった
旧・栗山村の機構に代わる中間組織をつくり出すこと
が、課題になると思われる。
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6．むすび
栗山村が平成の市町村合併で合併した新・日光市の内
部には、栗山のように旧来からの集落をコミュニティと
してきた周辺山村部と、行政と市民のパートナーシップ
の協働でコミュニティ形成を早くから謳っていた今市の
中心部との二重構造があり、中心部の論理が周辺部を侵
食する中心―周辺の問題が潜在的に含まれていることが
明らかになった。こうした構造の下で、栗山の役場は総
合支所に格下げになり地元の生活に密着した最小の部門
が残るだけとなり、地域の声が新市政に反映され難くなっ
た。住民レベルでの地域課題の市政への上がり方を見る
と、直接支所ルート、市議会議員ルート、そして新しく
作られた地域審議会ルートと支所職員の地元担当制のい
ずれを取っても、十分に機能しているとは言い難い。一
方地域の中では、過疎化・高齢化の中で縮小してゆく集
落を維持しようとする住民たちの努力と知恵の中に、自
分たちの課題を自分たち地域で解決する力が生き生きと
働いていることを、見て取ることができる。こうした小
地域の自律的な力を、市町村合併後の行政と住民の間の
仕組みはうまく吸い上げていないところに問題がある。
地域のメゾレベルで、閉村した旧・栗山村に代わる中間
組織をつくり出し縮小社会をデザインし直す中で、地域
課題を自ら処理する力を発揮してゆくことが必要であ
る。
栗山の集落は、規模が小さく自律性をまだ保っている
が、過疎化・少子高齢化の中で、この先１０年はまだ大丈
夫とはいえ２０年先の集落は人がいなくなる可能性が大き
くなる。親の代は、高齢化してゆく中で福祉医療の行政
サービスが充足されればまだ住み続けるだろうし、子の
代になると、地元にいる子と戻っては来ないが今市の町
場あたりに近居別居で親と関わり続ける子とで、集落は
何とか持つかもしれない。子が関わり続けるパイプは、
親の日常生活の維持のほかに、シンボルとしての祭りが
ある。しかし、町場で育った孫の代になると、集落消滅
は確実にタイムテーブルに上がることになる。同じよう
な状況は全国の山村に共通すると思われるが、こうした
中での中間集団形成の議論は、国の政策サイドから出さ
れて久しい集落連合が必要という議論と共振するように
思われる。他方で、集落の自治会ではもはや地域課題へ
の対応はできないとして、自治会や民生児童委員を介さ
ずに広域サイドから直接個人に働きかける手法が、社会
福祉協議会を要にして高齢者福祉の分野で始まって久し
い。介護保険の導入以降、広域の地域包括支援センター
でケア・マネージャーを軸に要介護高齢者に対処するよ
り広域な体制が整えられて来た。この分野では、栗山全
域は今市の地域包括支援センターに依存している。
このような状況の中で、栗山の自治会は、次の段階で
は単独自治会で対処しきれなくなる獅子舞の継続に象徴
されるように、もはや集落を超える範囲で対処しなけれ
ばならない課題が多くなっている。かつては栗山村が、
地域の計画も補助金導入もセットでやっていたが、現在
は限定された機能を持つ総合支所しかなくなり、その主
体がなくなった。栗山地区のレベルで中間組織にあたる
ものがなくなったのであり、このレベルに地域の計画を
立て補助金探しへのルートを持つ中間集団にあたる組織
が新たに必要だろう。集落を超えた広域での新しい連携
が必要だとする知見は、近年、災害復興の社会学の研究
の中からの指摘も多く、研究者共通の見解になってい
て、たとえば、町内会研究をしてきた山崎丈夫も、中山
間地域再生のためには集落間ネットワークの形成を図
り、集落間の補完関係をつくりあげることが必要である
と主張している１２）。
こうした中間集団の組織としてよく引き合いに出され
るのは、小田切徳美が紹介している広島県安芸高田市
（旧高宮町）の川根振興協議会である。この協議会は、
昭和の市町村合併の時の旧村を構成していた１９の集落の
住民全員を会員とし、会費、祭りやイベントへの各戸か
らの寄付金、役場からの助成金や委託費を財源に、「行
政依存ではなく住民自からのまちづくり」を行っている
中間集団で、１９７２年に地域の有志の組織としてスタート
した。現在は、支所別懇談会への参加も担当する総務
部、地域農林水産業の企画調整を行う農林水畜産部、デ
イサービスへのボランティア派遣や高齢者への給食サー
ビスをするふれあい部、祭り・イベントの企画運営を行
う教育部など８つの部会からなる組織を作っている。近
年は、ゆずの加工販売店、雑貨店、ガソリンスタンド、
農協金融店舗からなるタウンセンターも建設した１３）。こ
うした集落間の連合組織は、定着するまでに大変な労力
を必要とするであろうが、どこでも出来るわけではなさ
そうである。小地域レベルに降りて見ると、もともと集
落間のつながりがルースな構造の中にある地域と、各集
落の自立性が強くタイトな集落が並立している構造の中
にある地域の、二つのタイプがあるようである。川根振
興協議会が結成された地区では、集落間のつながりは
ルースな構造の中にあったのだろう。栗山は伝統的な自
然文化環境がモザイク的状況を呈する、集落間の連合が
困難な風土にある山村で、複数集落での獅子舞の合併な
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ど考えられないとする反応に見られるように、自立性の
強い集落の枠を破ることはよほど切羽詰らない限り容易
ではない。
こうした中で、栗山の新しい中間集団の組織を想定す
る時、これまでの審議会の性格を見ると地域審議会が集
落間をつなぐ協議会の役割を担ってゆくとは考えにく
い。各集落の自治会の連合である栗山自治会連合会が、
活動を通して機能拡張と自律性の強化を図ることができ
れば、中間集団の組織を担う可能性も考えられる。この
レベルでの集落を超える動きの手がかりを見出すことが
次の研究課題になる。
住民の小地域レベルでの自律的な動きが期待される一
方、行政サイドでは、現在、日光市の本庁の機能強化が
図られている。地域の側から見たら、この動きの中では
支所の地域密着型の機能充実が強く要請される。地域密
着には、基礎自治体と住民組織との関係改善が深く関わっ
てくる。旧２市２町１村のそれぞれが有する諸領域の共
振的な連鎖・連携で、地域住民の生産－生活－文化の再
活性化と絡む地域づくりができるためには、基礎自治体
と住民組織の間に緊張感のある信頼関係の構築が必要で
あろう。
栗山にとっての新たな中間集団の組織の必要性のほか
に、もう一点、リーダー育成を意図的に充実させてゆく
必要があるだろう。集落内の成人を養成する教育機能を
持っていた若衆が機能しなくなり、村役場が持っていた
地域の担い手養成機能がなくなった今、地域の人材育成
の場が必要になっている。おやじの会のような集落を超
えたボランティア・グループを積極的に作ってゆくと
か、新婦人部の結成等が考えられる。こういった活動を
通して、栗山の社会を縮小社会にデザインし直す中で、
生活圏での地域課題を自ら処理する力を育み、発揮する
ことが必要であろう。
〔注〕
１）広域の市町村合併をしたものの、地域間格差が拡大し、
周辺部の声は中心部に届かないという同じような構図
は、東日本大震災で地域が内包している構造が目に見え
る形でくっきりと立ち現われてきている被災地でも、端
的に現れている。元宮城県北上町町長は、朝日新聞の耕
論「消えゆく自治体」に次のような見解を掲載している
（朝日新聞２０１４年５月２２日）。２００５年に北上町も含む１市
６町が現・石巻市に合併したが、当時自主財源が少ない
（漁業と農業）町は、いずれ立ち行かなくなるのは明ら
かだったとする。２０１１年の東日本大震災で被災し、津波
で人口が減少したが、新市は災害公営住宅を市中心部に
集中したため、周辺町村はさらに過疎化したという。旧
町独自に実施していた３人以降の子には１００万円支給と
いう人口減少対策は、財政的理由で廃止され、市に対し
て声をあげようにも市議会議員定数３４のうち旧町選出議
員は２人だけで、声が届かない。合併前１００人弱いた町
の職員は、支所になったことで半減し、別の市町の職員
だった人も赴任しており、旧町の発言力は弱い。こういっ
た実情を説明した上で、旧町単位にある支所の権限を強
め、独自の復興策を進めるといった目配りが必要と主唱
している。
２）豊田市足助地域自治区と甲州市勝沼地区に入っている今
川晃や三浦哲司たち同志社大学政策学部グループの研
究。
３）住民基本台帳に基づく日光市地域振興課の公表では、栗
山における限界集落（日光市は「高齢化集落」と称して
いる）は一つで、準限界集落が一つとされている（平成
２５年）。しかし、実際に集落の家族調査をして見ると、
住民は住民票届け出以上に流動的で、常住人口では限界
集落である場合がもう少し多い。
４）栗山における産業および集落社会への少子高齢化の影響
の詳細は、今野裕昭２０１４を参照されたい。
５）栗山地区には観光地湯西川温泉郷がある。温泉郷以外の
集落にも、村内３つの国営ダム建設時の交付金を使い開
発した温泉があり、これを使った民宿業が発達してい
た。しかしこの１０年ほど、観光ニーズの変化に乗り切れ
ず観光業が停滞、とりわけ民宿業が経営主の高齢化とと
もに徐々に廃業が出（１５年前の２／３が廃業）、限界集
落化している民宿村（集落）が出はじめている。
６）『広報くりやま』８９号、１０４号、１２１号、１４６号、１７５号、
２１６号、２２８号。
７）昭和５７年度は、川治ダム建設に伴う整備事業の増額で
「分担金および負担金」の費目の額が増えたことと、平
成元年度は、村税が前年度と比較して５３.３％増と大幅に
伸びたことが説明されている。平成７年度以降『広報く
りやま』の財源の表示の仕方は、なぜか、自主・依存の
枠をとり払って比率の多い項目から掲げ、「その他」を
自主財源・依存財源に分けず一括して、「その他」扱い
で数字の小さい諸諸の項目と合わせて出してしまってい
るので、自主財源と依存財源の比率をとることができな
いような表記の仕方に変えられてしまっている。ただ、
その後も自主財源のほとんどを占めている村税が２０％弱
で、依存財源の最大項目の地方交付税が３０数％、村債が
１０％強、国庫支出金が５％、県支出金が１０％前後である
ところを見ると、７～８割が依存財源の体質であること
は、変わらないと思われる。
８）きわめて大きな面積での広域合併をしている自治体に、
日光市のほか、浜松市、高山市、新潟市などがある。
９）栗山と足尾は過疎地指定を受けている。藤原の三依は、
藤原地区に鬼怒川温泉郷の街場が含まれているために過
疎地指定にはなっていないが、三依だけを見ると明らか
に山村で過疎地である。
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１０）地方自治法、合併特例法に基づいて制度化されている地
域自治組織には、一部の大都市と地方中核都市で設置さ
れている「地域自治区」の「地域協議会」（「区協議会」
の名称も使われる）と、「合併特例区」の「合併特例区
協議会」、そして「地域審議会」がある。
政令市が設置する地域自治区は、都市内分権の性格を持
つとりわけ大きな権限を持った仕組みになっている。上
越市の「地域自治区」に見られる都市内分権の近隣政府
の試みは、よく知られていて政治学や行政学の分野から
の多くの研究がある。合併特例区は法人格をもった自治
区で、市町村合併後、公共施設や山林などその地区特有
の財産の管理、地域振興のイベントやコミュニティ・バ
スの運行といった面の事業をそのまま継続させるために
設置されている。そして、地域審議会は、市町村合併し
た新自治体が旧市町村区域を単位に設置する住民の代表
組織で、市長の諮問に答申を行うが、主に意見具申機能
しかもたないため、権限が小さいと言われている。
このほかに、例外的な形として、条例に基づいて独自の
地域自治組織を設置している自治体もある。事例として
取り上げた栃木県で言うと、宇都宮市が河内自治会議と
上河内自治会議を設けているケースがこれにあたる。
１１）日光地区合併協議会の『新市建設計画』では、「市民と
協働のまちづくりの推進」の中で、地域審議会を「住民
自治を推進するための新たな仕組み」と位置づけている
が（５８頁）、基本的に意見具申機能しか持たないため、
住民の声の反映機関としてうまく機能していない。
１２）山崎丈夫・中田実ほか２００９：５２頁。
１３）小田切徳美２００９：２０－２３頁。
〔文献〕
岡田知弘ほか編２００６『地域住民組織と住民自治』（地域と自
治体第３１集）、自治体研究社．
小田切徳美２００９『農山村再生』、岩波ブックレット．
今野裕昭２０１４「過疎地山村の少子高齢化と村落構造の再編
―日光市栗山の事例―」『専修人間科学論集』４－２．
新藤慶２００５「『昭和の大合併』研究の動向と『平成の大合
併』研究の課題」『〈ローカル〉の再審』（地域社会学会年
報第１７集）、ハーベスト社．
徳野貞雄１９９８「少子化時代の農山村社会」『現代農山村の社
会分析』、学文社．
町村敬志２００４「『平成の大合併』の地域的背景」『分権・合
併・ローカルガバナンス』（地域社会学会年報第１６集）、
ハーベスト社．
丸山真央２０１３「『平成の大合併』と地域住民組織の再編成」
『増補版 町内会の研究』、御茶の水書房．
山崎仁朗２０１２「コミュニティの制度化の社会学的意義に関
する考察」『リスケーリング下の国家と地域社会』（地域社
会学会年報第２４集）、ハーベスト社．
山崎丈夫・中田実ほか２００９『地域再生と町内会・自治会』、
自治体研究社．
〔資料〕
『朝日新聞』２０１４年５月２２日．
栗山村役場『広報くりやま』９８号～２６４号、昭和５８年１月～
平成１８年１２月．
『栗山村振興計画書』昭和４６年３月、昭和５６年３月、昭和６１
年３月．
『栗山村振興計画（基本計画）』平成２年度．
『栗山村振興計画書（後期基本計画）』平成１３年３月．
『藤原町新総合計画』平成３年３月．
『第６次藤原町振興計画』平成８年３月．
『第６次藤原町振興計画（後期基本計画）』平成１３年３月．
『第５次今市市振興計画』昭和６１年３月．
『第５次今市市振興計画（後期基本計画）』平成３年３月．
『第６次今市市振興計画（前期基本計画）』平成８年３月．
『第６次今市市振興計画（後期基本計画）』平成１３年３月．
日光地区合併協議会『今市市・足尾町・藤原町・栗山村 日
光市・新市建設計画』平成１７年．
『日光市総合計画』平成２０年３月．
『日光市都市計画マスタープラン』平成２１年３月．
『日光市過疎地域自立促進計画（平成２２年度～２７年度）』平成
２２年１２月．
日光市『日光市行政改革大綱』平成１９年２月２８日．
『日光市議会議事録』平成１８年～平成２４年．
『日光市地域審議会』平成１８年度～平成２５年度、日光市．
付記
本稿は、平成２４年度専修大学研究助成・個別研究「市町村
合併後のコミュニティ再編に関する実証的研究」、および、
平成２５年度専修大学長期国内研究員研究「農山村地域におけ
るコミュニティ再生の社会学的研究」の研究結果の一部であ
る。
市町村合併と地域課題の解決力 49
